
令和２年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率について

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」は、地方公共団体の財政状況を客観的に表し、財

政の早期健全化や再生の必要性を判断するためのものとして、４つの財政指標「健全化判断比率」

及び「資金不足比率」を算定して公表することを義務付けています。

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ － 6.5％ 48.8％

【健全化判断比率】 
１ 実質赤字比率

地方公共団体の標準財政規模における一般会計等の赤字の割合で、正の数値が赤字の割合を示

します。実質赤字がない場合（負の数値）は、「－」が表示されます。

＜早期健全化基準＞ 11.25％  ＜財政再生基準＞ 20.0％ 

（単位：千円） 

会 計 名 実質収支額 

一

般

会

計

等

一般会計 5,291,751

電気事業経営記念基金会計 100

土地区画整理清算金会計 339

母子・父子・寡婦福祉資金貸付金会計 50,349

公債管理事業会計 0

静岡市立静岡病院事業債管理事業会計 0

合 計 ① 5,342,539

標準財政規模 ② 190,502,477

実質赤字比率（-1×①）÷② - （△2.80％） 

２ 連結実質赤字比率 

地方公共団体の標準財政規模における全会計を対象とした赤字の割合で、正の数値が赤字の割

合を示します。実質赤字がない場合（負の数値）は、「－」が表示されます。

＜早期健全化基準＞ 16.25％  ＜財政再生基準＞ 30.0％ 

（単位：千円） 

会 計 名 実質収支額又は資金不足・剰余額

一般会計等 5,342,539

競輪事業会計 584,896

国民健康保険事業会計 1,983,930

駐車場事業会計 178

介護保険事業会計 486,450

介護保険サービス会計 100

後期高齢者医療事業会計 300,253

水道事業会計 10,667,314

下水道事業会計 12,339,282

病院事業会計 1,816,322

簡易水道事業会計 0

農業集落排水事業会計 1,637

中央卸売市場事業会計 41,417

合 計 ① 33,564,318

標準財政規模 ② 190,502,477

連結実質赤字比率（-1×①）÷② - （△17.61％）



３ 実質公債費比率

地方公共団体の標準財政規模における一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の割合を示 

し、３か年平均で表します。 

＜早期健全化基準＞ 25.0％  ＜財政再生基準＞ 35.0％ 

（単位：千円） 

項 目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度 

元利償還金 ① 28,386,228 28,891,026 29,609,474

準元利償還金 ② 16,486,348 16,030,495 16,101,259

① 又は②に充てられる特定財源 ③ 10,845,058 11,102,354 10,757,242

算入公債費及び算入準公債費の額 ④ 22,675,304 23,488,065 24,261,701

標準財政規模 ⑤ 190,502,477 187,789,105 188,209,181

実質公債費比率（単年度） 

（（①＋②）－（③＋④））÷（⑤－④）
6.76423％ 6.28791％ 6.52147％

実質公債費比率（３か年平均） 6.5％ 

４ 将来負担比率

地方公共団体の標準財政規模における一般会計等が将来負担すべき実質的な負債（地方公社や第三セ

クター等の負債を含む）の割合を示します。 

＜早期健全化基準＞ 400.0％ 

（単位：千円） 

項目 令和２年度 

地方債の現在高 ① 486,394,317

債務負担行為に基づく支出予定額 ② 3,880,552

公営企業債等繰入見込額 ③ 62,544,037

組合等負担等見込額 ④ 541,720

退職手当負担見込額 ⑤ 57,094,231

設立法人の負債額等負担見込額 ⑥ 2,361,465

連結実質赤字額 ⑦ 0

組合等連結実質赤字負担見込額 ⑧ 0

将来負担額 ⑨（①～⑧の合計） 612,816,322

充当可能基金 ⑩ 66,715,905

充当可能特定収入 ⑪ 80,619,166

基準財政需要額算入見込額 ⑫ 383,536,843

充当可能財源等 ⑬（⑩～⑫の合計） 530,871,914

標準財政規模 ⑭ 190,502,477

算入公債費等の額 ⑮ 22,675,304

将来負担比率（⑨－⑬）÷（⑭－⑮） 48.8％



【資金不足比率】 

公営企業会計ごとにおける資金不足額の事業規模（料金収入の規模）に対する割合で、正の数

値が資金不足の割合を示します。資金不足がない場合（負の数値）は、「－」が表示されます。

病  院 

事業会計
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事業会計

下 水 道

事業会計
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－ － － － － － 

＜経営健全化基準＞  20.0% 

（単位：千円、比率：％） 

会 計 名 区分 

資金不足額 

事業規模 

資金

不足

比率
流動負債等 

（又は歳出額等）

流動資産等 

（又は歳入額等）

解消可能 

資金不足額
資金不足額 

水道事業会計 法 適 2,353,054 13,020,368 -10,667,314 9,796,552 － 

下水道事業会計 法 適 3,636,577 15,975,859 -12,339,282 15,027,596 － 

病院事業会計 法 適 1,368,663 3,184,985 -1,816,322 8,582,767 － 

簡易水道事業 

会計 
法 適 23,225 22,582 5,200 0 14,551 － 

農業 集落排水

事業会計 
法非適 329,883 331,520 -1,637 48,248 － 

中央 卸売市場

事業会計 
法非適 608,116 649,533 -41,417 336,268 － 

（注）算定方法は次のとおり。 

                流動負債等 － 流動資産等 

     資金不足比率 ＝                      

     （法適用）          事業規模 

                歳出額等 － 歳入額等 

    資金不足比率 ＝  

    （法非適用）         事業規模 


